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資料NO. 1
平成 25年 4月 23日

長 岡 市 長 森 民夫 様

〒 91419-5131112

申請者 住  所_…長岡立小屋町法坂.0_7_o.番地_____・ノ・■:,
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平成 25年度 長岡市地域コミュニティ事業補助金交付申請書

平成25年度 長岡市地域コミュニティ事業補助金の交付を受けたいので、次のとおり申請します。

事業名 高齢者(さ くらの会)支援事業

事 業 概 要

【目的】

地域型介護予防デイサービス事業 (6ヶ 月)を終了した高齢者の方々を対象に、自宅

に閉じこもりにならないように、いうまでも元気で自立した生活が出来るように支援す

る事を目的とします。

【内容】

運営については、小国支所市民生活課 。こしじ おぐに包括支援センター・社会福祉

協議会小国支所 。MTNサ ポ∵トバ官民一体となって、 レクレァションで楽しんだり、

介護予防メニュー(ス トレッチ体操 。ゲーム等)を行ったりするもの。

補 助 申 請 額 下記 (F)の額を記入 5 0 0 0 0 0 円

補 助 申 請 額

算 出 の 根 拠

支出の部合計lAl 補助対象外経費lB) 補助対象経費(C)

664,000円 27,000円 637,000円

特定財源(D)
事業を実施することによって得られる収入

のうち、補助対象経費に充てるもの

(C)― (D)=補助金算出対象額   (補助率)

637,000円

補助金額 (E)の千円未満切 り捨てた額
※金額の上限は50万円です

(F)

500,000円

円

補助金額 (E)

事業期間 (予定) 着  手 平成   25年 5月 1日 完 了 平 成 26年 3月 15日

添 付 書 類 ○ 団体の概要説明書 (第 2号様式)

○ 事業計画書 (第 3号様式)

○ 事業の収支予算書 (第 4号様式) が
勢 摯
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1.申 請団体の概要および申請事業の計画等【公開対象】
あヽ り 力く な とくていひえいりだんたい えむていえぬさぽ―と

団 体 名 特定非営利団体 MTNサポート

代 表 者 氏 名 (肩書: 理事長 板 屋 忠 )

設立年月日 昭和 ・(平成)20年 3月  日 構成員数 正余員23名 準会員4名

設  立  目 的
地域内のもつたいないt人材であり自然であり、産物等の埋もれた物

を発掘し生かす事で地域の活性化と発展に寄与する事を目的とする。

これまでの活動実績

平成 20年 21年 被災者生活支援対策事業

平成21年 地域復興デザイン策定支援事業 太郎丸集落 桐沢集落

平成22年 地域復興デザイン策定支援事業(集落先導事業)太郎丸集落

平成22年 地域復興デザイン策定支援事業 七日町集落 ノヽ王子集落 桐沢集落

平成23年 地域復興デザイン策定支援事業 ノヽ王子集落

平成23年 中山間地直接支払い事務受託 小国沢集落

平成24年 過疎地コミュニティーバス運行開始

過去の補助実績

(該当する場合のみ)

年度 1    補助を受けた制度の名称 補助金額 (円 )

添
付
資
料

事 業 計 画 ・別添「第3号様式 事業計画書」のとおり

収支予算 等 ・別添「第4号様式 事業の収支予算書」のとおり

その他、団体をPR
するパンフレット等

有 ①    (ど
ちらかにO印 )

第2号様式
受付 No

平成25年度 長岡市地域コミュニティ事業補助金申請団体の概要

個人情報保護の観点から、広く公開してもよいものなら“公開"に、そうでないものは“非公開"にO
を付けてください。

※ 2の添付資料(名 簿類・規約類)については、交付審査の際の資料として審査関係者に提示する場

合があります。

2.申請団体の連絡先等【公開、非公開を選択※】

事 務 所 所 在 地 長岡市小国町法坂676番地 (亜亜)― リト公開】

電話・FAX番 号 等
雇:言舌 0258-95-4790  FAX 0258-954760 ① フト公開】

Eメー ′じアドレス

担 当 者 連 絡 先

氏 名 小島 康市 松 開 ・
〇

作 所 長岡市小 国 ET法娠 698番地 3

電話・FAX番号等
電話 0258-95-2631 FAX 0258-95-3658

Fメー‐′じア 問 ′ス

添
付
資
料

名簿またはこれ に

類するもの
・別添のとおり 総 開 ・

〇

規約またはこれ に

類するもの
・別添のとおり 訟開(4髪Sh

※



第3号①様式

事 業 計 画 書

名業事 高齢者(さくらの会)支援事業

事 業 実 施 の 目 的

ヽ
―
―
―
ノ

性

的

状

題

要

目

現

課

必

〆
―
―
―
―
ゝ

目的 地域型介護予防デイサービス事業(6ヶ月)を終了した高齢者の方々を
対象に、自宅に閉じこもりにならないように支援する事を目的とする。

現状 小国支所市民生活課、こしじ・おぐに包括支援センター、社会福祉協議
会小国支所力,連携し、「さくらの会」のサポ‐卜を行つてきたし

課題 サポートを行いたいが、支援する予算もなく、人的にも負担も大きくなっ
ている。

必要性 民間の団体である、「特定非営利団体 MTNサポートメ以下 MTNサ
ポートと呼ぶ)が参画し協力する事で、お互いの得意とする分野を受け持
ち官民一体となつた事業で支援する事が出来ます。

容内業事

ヽ
―
―
―
ノ等

日

所

数

容

月

場

者

内

施

施

加

施

実

実

参

実

〆
―
―
―
ｌ
ｔ

実施日   平成25年 5月 ～ 平成26年 3月

実施場所  小国地域総合センター「だんだん」(以下だんだんと呼ぶ)

株式会社 もったいない村(以下もったいない村と呼ぶ)

参加者人数  1回 25人 ～ 30人

実施内容等 月1回の支援を行う。日程は下記のスケジュールによる。
だんだんに集合する時は、MTNサポートが運行しているコミュニ

テイーバスを利用して会場まで来てもらう。
午前中はレクレーション、昼食をはさみ、午後3時頃まで介護予‐

肪メニューを実践してもらい、
‐
高齢者の自立に協力する。

帰宅は、上地区は、コミュニティーバスを利用してもらい、下地区
及びバス運行区域外の方は、マイクロバスにより送る。

業

ル

事

一

の

ユ

度

ジ

年

ケ

本

ス

平成25年度実施予定日

だんだんで開催予定(8回 )

・5月 14日  ・6月 11日  ・7月 9日  ・8月 6日  ・lo月 8日
・11月 12日 。1月 14日  ・2月 18日

もったいない村で開催予定(3回 )

・9月 11日  ・12月 12日  ・3月 7日

地域活性化の波及性

小国地域の高齢者率は38%を 超え、後期高齢者の高齢化率も24%となつてい

]予簑::貞聯覇[蓄』曇匡愁笹
■であり:終了した方達を対象に継続して行く事業が必要とならてぃます。
高齢化率の高い当地域において、このように「達者ではけずに暮らすJを合言葉

として支援する事は大切です。過疎化する地域であるが「元気なお年寄り」で、地
域の活性化を図るためにも、高齢者の支援は欠かせない。

※ 事業の内容は、詳細に記載してください。(男1紙も可)



第4号様式

収入の部

事 業 の 収 支 予 算 書
(単位 :円 )

項  目 予算額 内 訳

地域コミュニティ事業補助金 (F) 500,000

己

金

自

資

137,000

特

定

財

源

寄附金

参加費 27,000 @300円 X30人 X3回 =27,000円

その他収入金

小  計 (D) 27,000

そ の

他

△
ロ 計 664,000

項  目 予算額 内 訳

補

助

対

象

経

費

送迎マイクロバス 253,000
6,000円 X ll回 =66,000円 会場→各地区

10,000円 X ll回 =110,000円 会場→下地区

7,000円 X ll会 =77,000円 会場→八王子・法末

会場費 60,000
20,000円 X3回 =60,000円

もつたいない村 2階会場費

ヘルパニ謝金 90,000 10,000円 /人 X3人/回 X3回 =90,000円

バス乗車時

介護人謝金
33,000 3,000円 Xll回 =33,000円

消耗品費 131,000

チラシ印刷、事務用消耗品

7,000円 X ll回 =77,000

食材・消耗品 (箸・コップ等)消耗品

600円 X30人 X3回 =54,000円

講師謝金 20,000 10,000円 ×2回 =20,000円

委託料 50,000 50,000円 Xl回 =50:000円 (お楽しみ会委託料)

小 計 (C) 637.000

補

助

対

象

外

経

費

おやつ代 18,000 200円 X30人 X3回 =18,000円

お茶代 9,000 100円 X30人 X3回 =9,000円

小 計 (B) 27,000

合計 (A) 664,000

支出の部 (単位 :円 )

※ 項目欄が不足する場合は、同類の項目をまとめて記入し、細目は別紙に記載してご提出ください。



特定非営利活動法人 MTNサポー ト 定款

第 1章 総則
(名 称)

第 1条 この法人は、もつたいない (MoT「ANAI)に こだゎり活動する、特定非営利活動法人M猟 サポー ト とぃぅ。

・ (事務所)                              .
第2条 この法人は、主たる事務所を新潟県長岡市に置く。

第 2章  目的及び事業
(目 的)

存l奪策:3糞thポ華罠記鷲た1貫観
具彙極ちな芋黛争看:言業轟亀錢警弩?管亡i

(特定非営利活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次に掲げる種類の特定非営利活動を行う。(1)ま ちづくりの推進を図る活動
(2)環境の保全を図る活動
(3)子 どもの健全育成を図る活動
(4)経済活動の活性化を図る活動
(5)観光の振興を図る活動
(6)農山漁討又は中llJ間地域の振興を図る活動
(事業)

第5条 この法人は、第3条の目的を達成するために、次の事業を行う。(1)特定非営利活動に係る事業
①荒れた

=地

の保全や有効活用に関する調

奮露鴛書事Y墓異

運営に関する事業②地域資源の発掘に関する調査研究および,

8条姦源蓬尊三iボ逸喜芳霜盤露「象箋雲光産業の研究および運営に関する事業
⑤子供の自然体験。田舎留学等教育に関す

3翼蒙墓夏
究およ

ド
運営に関する事業⑥その他、この法人の目的を達成する為に,

第3章 会員
(種別)

第 6条 この法人の会員は、次の 2種 とし、正会員をもって特定非営下‖活動促進法 (以下 「基」という。)上の社員とする。

(1)正会員 この法人の目的に贅同し、入会 した個人及び団体
(2)賛助会員 この法人の目的に賛同し、ハ合 した個人及び団体で、その事業の発展を支援することを望|む者             .

(入会)

第7条 正会員の入会には条件を定めない。

〔

も

][言を手li:i::;[[li:羅
馨墨薇:3食書黒捨譲F「

り、理事長に申し込む

雪は、速やか
|こ
、理由を付した書面をもって本人にその旨を通知しなければならない。



第 16条 役員の任期は、 2年 とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員によつて就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期
の残任期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなけれ
ばならない。

(欠員補充)

第 17条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれ
を補充しなければならない。

(解任)

第 18条 役員が次の各号の一に該当するに至つたときは、理事会の議決により、
｀
これを解任す

ることができる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなければならな い。
(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。
(報酬等)

第 19条 役員は、その総数の3分の1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
3 前2項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

(職員)

第20条 この法人に、事務局長その他の職員を置く。

2 職員は、理事長が任免する。

第 5章 総会

(種別)

第21条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の 2種とする。

(構成)

第22条 総会は、正会員をもつて構成する。

(権能)

第23条 総会は、以下の事項について議決する。

1)定款の変更

2)解散

3)合併

(開催)

第24条 通常総会は、毎年 1回開催する。

2 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。

(1)理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の5分の1以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請
求があつたとき。

(3)第 15条第4項第4号の規定により、監事から招集があつたとき。

(招集)

第25条 総会は、前条第2項第3号の場合を除き、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第2項第1号及び第2号の規定による請求があつたときは、その日から30
日以内に臨時総会を招集しなければならない。

3 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面または電子メ
ールをもつて、少なくとも5日 前までに通知しなければならない。

(議長)

第26条 総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選任する。
(定足数)

第27条 総会は、正会員総数の2分の1以上の出席がなければ開会することができない。



第34条 理事会は、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第2号及び第3号の規定による請求があったときは、その日から30日 以内
に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電子メ    ｀
―ルをもって、少なくとも7日 前までに通知しなければならない。
(議長)

第 35条 理事会の議長は、理事長もしくは理事長が指名した者がこれに当たる。
(議決)

亡λ識 主諄言Γ
緊急を要する秘ξ∬髯ビ覧種鷲傷亀覗島丸瑞 蔀贈 ■

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ
によるも

(表決権等)

第 37条 各理事の表決権は、平等なるものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、ぁらかじめ通知された事項について
書面をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理事会に出席し
たものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることがで
きない。

(議事録)

第 38条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 
・

・
(1)日時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあっては、その旨を付記するこ
と。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果
(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人以上が署名、押印しな
ければならない。

第 7章 資産及び会計
(資産の構成)

第 39条 この法人の資産は、次め各号に掲げるものをもって構成する。
(1)設立当初の財産目録に記載された資産

入会金及び会費

寄付金品

(4)財産から生ずる収入

(5)事業に伴う収入

(6)その他の収入

(資産の区分)

第 40条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。
(資産の管理)

第 41条 この法人の資産は、理事長が管理 し、その方法は、_理事令の議決を経て、理事長が男1

(2

(3



11条第 3項に掲げる者のうち、この法人と類似の目的をもち、総会の議決により選定された 者
に譲渡するものとする。

(合併)

第 54条 この法人が、合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以上の議
決を経tかつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 9章 公告の方法

(公告の方法)                 ′

第55条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。

第 10章 雑則
(細則)

第56条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。

附 則

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。
2 この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。
理 事 長 板屋 忠

副理事長 小島康市

理  事 高橋 賞

監  事 田辺英夫

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第 16条第 1項の規定にかかわらず、成立の日から 平
成20年 5月 31日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第44条の規定にかかわらず、設立総会の
定めるところによるものとする。

5 この法人の設立当初の事業年度は、第 49条の規定にかかわらず、成立の日から平成 20年 3
月31日 までとする。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。
(1)入会金 正会員   10, 000円
(2)年会費 正会員   10, 000円

賛助会員 1日 5, 000円
附 則

1 この定款の変更は、所轄庁の認証の日から施行するb


